
法人名：二階堂学園

    (単位  円）

資  産  の  部

固定資産 　 146,142,976

　有形固定資産 　 1,231,182,009

　　土　　　地 　 0

　　建　　　物 △ 356,093,815

　　構　築　物 △ 23,073,880

　　教育研究用機器備品 　 11,754,776

　　管理用機器備品 △ 4,060,447

　　図　　　書 　 18,933,643

　　車　　　両 △ 2,909,268

　　美術・工芸品 　 0

　　建設仮勘定 　 1,586,631,000

 特定資産 △ 1,084,936,133

　　第２号基本金引当特定資産 △ 600,000,000

　　第３号基本金引当特定資産 　 0

　　退職給与引当特定資産 △ 32,486,355

　　減価償却引当特定資産 △ 252,449,778

　　施設整備引当特定資産 △ 200,000,000

　その他の固定資産 △ 102,900

　　借　地　権 　 0

　　電話加入権 　 0

　　施設利用権 △ 102,900

　　有価証券（固定） 　 0

　　差入保証金 　 0

　　出資金 　 0

流動資産 　 2,181,064,858

　現金・預金 　 2,306,633,259

　未　収　入　金 　 180,108,785

　貯　蔵　品 △ 1,631,008

　販　売　用　品 △ 826,377

　短期貸付金 △ 213,000

　有価証券（流動） △ 300,000,000

　修学旅行費預り資産 △ 2,332,205

　前　払　金 　 14,204

　仮　払　金 △ 688,800

資  産  の  部  合  計 　 2,327,207,834
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    (単位  円）

負  債  の  部

固定負債 　 2,227,816,782

　長期借入金 　 2,249,400,000

　長期未払金 △ 10,724,004

　退職給与引当金 △ 10,859,214

流動負債 　 78,293,128

　短期借入金 　 250,600,000

　未　払　金 △ 7,698,517

　前　受　金 △ 135,041,566

　預　り　金 △ 27,266,784

　修学旅行費預り金 △ 2,300,005

負  債  の  部  合  計 　 2,306,109,910

純　資　産  の  部

基本金 　 78,027,775

　第１号基本金 　 678,027,775

　第２号基本金 △ 600,000,000

　第３号基本金 　 0

　第４号基本金 　 0

繰越収支差額 △ 5,008,060,095 △ 4,951,130,244 △ 56,929,851

　翌年度繰越収支差額 △ 5,008,060,095 △ 4,951,130,244 △ 56,929,851

純 資 産 の 部 合 計 　 26,408,558,377 　 26,387,460,453 　 21,097,924

　 2,327,207,834

注記

１．重要な会計方針

　　（１）引当金の計上基準

　　　　　徴収不能引当金

               未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

 　　　　 退職給与引当金　　　　　　　　　　　           

　　　　　　　①大学、法人及び保育園については、期末要支給額　798,578,600円の100％を基にして、私立大学退職金財団に

　　　　　　　　対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

　　　　　　　②高等学校及び幼稚園については、期末要支給額　418,188,000円から私学退職金団体よりの交付金相当額を控除

　　　　　　　　した金額の１００％を計上している。

　　（２）その他の重要な会計方針

　　　　　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法である。

　　　　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　最終仕入原価法に基づく原価法である。
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　　　　　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

　　　　　　　　取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　　　　　　預り金その他の経過項目の収支は純額で表示している。

　　　　　　教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

　　　　　　　　補助活動に係る収支は総額で表示している。

２．重要な会計方針の変更等　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　なし

３．減価償却額の累計額の合計額　　　　　　12,282,491,320円

４．徴収不能引当金の合計額　　 　　　　　　　　　　1,769,900円

５．担保に供されている資産の種類及び額　　　　

土地 　　2,220,492,470円 　

建物 　  　　  2,056,700円

６．翌会計年度以後の会計年度において基本金へ組入れを行うこととなる金額　 　　　1,010,841,379円

７．当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　　　第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　（１）有価証券の時価情報

　　　①総括表 （単位：円）

有価証券  6,525,000

退職給与引当特定資産  134,800

減価償却引当特定資産  104,068,240

施設整備引当特定資産  121,000

第２号基本金引当資産  900,000

第３号基本金引当資産  8,850,830

　計　満期保有目的の債券  120,599,870

有価証券  0

退職給与引当特定資産 △ 81,397,900

減価償却引当特定資産 △ 154,760,439

施設整備引当特定資産 △ 1,016,200

第２号基本金引当資産 △ 45,000

第３号基本金引当資産 △ 175,322,800

　計　満期保有目的の債券 △ 412,542,339

有価証券  6,525,000

退職給与引当特定資産 △ 81,263,100

減価償却引当特定資産 △ 50,692,199

施設整備引当特定資産 △ 895,200

第２号基本金引当資産  855,000

第３号基本金引当資産 △ 166,471,970

時価のない有価証券 0

　計　満期保有目的の債券

    ②明細表 （単位：円）

6,461,584,709 6,169,642,240 △ 291,942,469
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種　　類
当年度（令和５年３月３１日）

貸借対照表計上額 時価 差額

合　　計

779,129,660 612,657,690

6,461,584,709

768,736,900

3,851,762,850

329,104,800

時 価 の な い 有 価 証 券

債                券

株                式

投   資   信   託

貸   付   信   託

そ      の      他

有  価  証  券  合  計 

合　           　計

種　　類 勘定科目

時価が貸借対照表計上額
を超えるもの

200,134,800

1,902,834,400

130,121,000

250,900,000

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

650,000,000

2,103,688,889

198,983,800

534,677,200

150,000,000 149,955,000

1,948,928,450

206,525,000

200,000,000

2,647,895,820

77,980,490

時価

　　　　　　平成21年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引の処理方法

0

貸借対照表計上額

当年度（令和５年３月３１日）

差額

250,000,000

200,000,000

200,000,000

1,798,766,160

130,000,000

69,129,660

710,000,000

2,768,495,690

568,602,100

206,525,000



　　（２） 学校法人の出資による会社に係る事項

　　　　　　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　（３） 所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　　　　　①平成21年4月1日以降に開始したリース取引

　　　　　　　　　　リース物件の種類 　　リース料総額 　　未経過リース料期末残高

　　　　　　　　　教育研究用機器備品 　　15,171,600円      　　   5,260,110円

　　　　　　　　　管理用機器備品       4,055,364円         　　1,308,588円

　　（４） 関連当事者との取引

　　　　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

　　　　　　　（単位：円）

　（注1）当学園理事　浅田眞弓が所属する法律事務所である。

　　（５） 偶発債務

　　　　令和４年１月３１日、本学園を被告とし、共栄火災海上保険株式会社から　金５０３万６,６９８円（貼用印紙額　金３万２,０００円を含む）

　　　　の求償請求を受ける請求権代位に基づく求償請求事件の訴訟が提起され、現在も係争中である。

出 　資 　の 　状 　況 令和3年12月13日　4,300,000円

当期中に学校法人が受け入れた
配当及び寄附の金額並びに学
校法人との資金、取引等の状況

なし

保　　証　　債　　務
学校法人は当該会社について債務保証を行って
いない。

名　　　　　　　　　称 一般社団法人ニチジョクラブ

事　　業　　内　　容 総合型地域スポーツクラブ

学校法人の出資状況 4,300,000円　（430口）　総出資に占める割合100％


